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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、京都の身近な地域における文化財や歴史的景観に対する支払意思額（WTP）や
労働意思量（WTW）を規定する要因として、近隣効果に着目した分析を行った。分析の結果、
WTP・WTW いずれも、近隣住民の支払ないしは労働の受諾率が高い場合に高い値を示すこと
が確認された。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study examined the determinants of willingness to pay (WTP) and willingness to 
work (WTW) for the conservation of cultural heritages and historical landscape in 
the local area of Kyoto in terms of a neighborhood effect. The results show that, 
in case of the ratio of the acceptance of paying and working for the conservation 
activities is high, both WTP and WTW become higher. 
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研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：地理学・地理学 
キーワード：地域計画、地理空間分析、環境経済評価、GIS 
 
１．研究開始当初の背景 
環境経済学で考案されて以降、多くの学問
分野で研究が進展してきた環境財保全の経
済評価研究に対して、1990 年代後半以降、環
境評価に興味を持つ欧米の地理学者らも関
心を寄せ始めた。その中で、地理学以外の学
問領域では、評価手法に関する基礎理論研究
や計測手法に関する研究が展開されてきた
が、地理学者は便益の空間的な分布変動の計
測に関心を向けてきた。 

環境財保全による便益の空間的分布変動
を計測するモデルは、環境財からの距離に応
じて便益が減衰する「距離減衰効果」モデル
を基盤とする。この評価モデルでは、環境財
の 評 価 測 度 と な る 支 払 意 思 額 WTP: 
willingness to pay を従属変数、環境財まで
の到達コストを独立変数としており、施設配
置や施設利用による外部経済の空間的な変
動や波及効果に関する地理学的研究とも分
析的な関心が近い。既往研究では、こうした
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2 変量間の評価関数に基づき、環境財の便益
推定モデルが構築されてきた。近年では、景
観計画の費用対効果を計測する観点から、
WTP によって推定された便益と土地利用など
の地理情報を GIS（地理情報システム）上で
照合し、費用－便益を考慮した景観評価の仕
組みも考案されているが、本研究は近隣効果
に着目した地理情報の新たな利用方法を提
案・検討する。 
申請者はこれまで便益の「距離減衰効果」

モデルに基づき、環境財保全に対する金銭的
な支払意思額（WTP）の表明データから便益
推定モデルを構築する応用研究を行ってき
た。そこでは、WTP データから便益を計測す
る環境経済評価法の一種である仮想市場評
価法 CVM: contingent valuation method を
利用し、空間的に遍在する環境財を居住地か
らの距離帯別に分割し、それぞれの距離帯別
に便益推定モデルを構築することで、環境財
を整備することで生まれる便益の空間的変
動の計測を可能とした。 
一方で、環境財の保全に対する意思表明は、

居住地と環境財との距離だけに依存してい
るとは限らない。例えば、町並み保全に対す
る WTP は、被験者の居住する地区の近隣住民
がどの程度の協力意思を表明するかに応じ
て変動するとすることが指摘されており、町
丁目・字レベル（小地域単位）での地域的な
社会関係が、環境財保全により生まれる便益
を規定している可能性がある。この小地域レ
ベルでの社会関係が近隣効果 neighborhood 
effectとして個人のWTPに影響を与えると考
えられる。 
さらに、身近な地域の環境財をどの程度の

労働力をかけて維持するべきかを評価する
測度として、労働意思量 WTW: willingness to 
work があげられる。先行研究では、この WTW
を用いた意思表明は、WTP を用いた意思表明
と比較して被験者の社会的な帰属意識の影
響を受けることが明らかにされている。つま
り、住民活動への参加は地域社会との関係と
深くかかわっており、WTW の背景を検討する
際には近隣の社会関係が重要な論点となる。 
これまで、CVM を用いた便益の推定モデル

では、環境保全に対する意識や社会経済属性
などの個人的要因に加え、地理的要因として
環境財と被験者との空間的距離だけに着目
した研究がほとんどであった。しかし、評価
対象が身近な生活環境であるほど近隣効果
が強く現れると想定されるが、この近隣効果
を検討した研究は見当たらない。この近隣効
果を計測する社会関係指標（他人への信頼感
や地域活動への参加度、地域社会の結び付き
の度合い、など）が個人的要因と同時に WTP・
WTW に対してどの程度有意に影響を与えるの
かを検証することで、身近な地域の環境財と
地域住民との関係を経済的側面から再検討

する、新しい地域の環境経済モデルを提示す
ることができると考えられる。 
 
２．研究の目的 
以上の問題背景を踏まえ、第 1に、本研究
では身近な地域の環境財として「安全安心な
地域の生活環境」を事例とし、小地域レベル
での地域の社会環境が身近な地域の環境財
の保全に対する WTP・WTW に対して与える影
響を検討する。この安全安心という地域の生
活環境は住民間での人間関係や信頼関係に
左右されるものであることから、その生活環
境の維持に対する WTP・WTW が社会関係に基
づく近隣効果の影響をどれほど受けている
のかを明らかにする。 
第 2に、安全安心な地域の生活環境は、自
治会活動や子ども見守り活動など、自発的な
労働力の提供によって維持されている側面
も強い。そこで、本研究では WTW も用いるこ
とで、経済的な指標のみならず人的資源の側
面からも安全安心の確保に向けた住民活動
への参加と、それに対する近隣効果の影響を
明らかにする。 
以上の点に基づき、本研究では金銭的支払
の意思（WTP）の側面と労働力提供の意思
（WTW）の側面から身近な地域の安全安心の
確保に対する地域住民の参加意識の構造と、
身近な地域の安全安心の向上に寄与する住
民活動を促進する個人的要因や地域の社会
関係を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究対象地域と評価対象財 
本研究対象地域は京都市とし、身近な地域
の安全安心に対する WTP・WTW を 20 歳以上の
京都市民に対して質問する社会調査を実施
する。京都市では、都心 4区（上京区、中京
区、下京区、東山区）を中心にマンションや
オフィスビルの新築・改築が進展する地区が
あると同時に、京町家に代表される伝統的な
木造建築物が密集する昔ながらの近隣社会
関係が維持されている地域も存在する。また、
郊外地域には農業的土地利用が卓越すると
同時に、高度経済成長期に建設された大規模
な住宅団地も存在する。 
こうした多様な近隣社会関係を有する京
都市においては、元学区を地域単位として緊
密な地域コミュニティが維持されている。ま
た、京都市では町内会・自治会・元学区を基
本的な単位とした地蔵盆に代表される町内
行事や防犯活動が活発に行われていると同
時に、近隣の地域住民による自主的な防災組
織である自主防災組織の組織率が 100.0%を
達成するなど、地域の安全安心に資する取り
組みがなされている。 
一方で、安全安心に関わる地域単位での
様々な取り組みには、その取り組みを企画し



遂行する資金や人材が必要となる。しかし、
多くの場合、資金や人材の確保は地域住民に
よる自発的な拠出に依るところが大きく、近
隣社会関係の変化に伴って地域の組織的な
活動が困難となっている地域も多くある。京
都市においても地域活動の担い手の高齢化
や財政基盤の脆弱化など、地域の安全安心に
寄与する地域的な活動に対する不安材料も
多く存在する。継続的な地域安全活動の推進
には、財政資源と同時に人的資源の確保が重
要な課題となる。 
そこで本研究では、地域の安全安心に資す

る活動に対して、地域住民がどのような手段
による参加をどの程度表明するかに関して、
個人的要因に加え居住地域の社会地区属性
がどのように影響を及ぼしているかを検討
することに取り組む。 
 
(2) 分析データ 
本報告では、京都市在住で 20 歳以上の

Yahoo!リサーチ登録モニターに対して実施
した Web調査から得られたデータを利用した。
誰でも登録を行える環境下で自発的に登録
を行ったモニターに対して行う Web調査は公
募モニター型の Web 調査と呼ばれ、標本抽出
の過程でバイアスが生じることが指摘され
ている。本分析で利用するデータは公募モニ
ター型の Web 調査で得られたデータであり、
20 歳以上の京都市民を代表しうるデータで
はない。むしろ、本研究の目的は WTP・WTW
の総量に着目した分析ではなく、小地域レベ
ルでの地域の社会環境が、身近な地域の環境
財の保全に対する WTP・WTW に対する影響を
検討することにある。そのため、WTP・WTW を
規定すると想定される社会関係に基づく近
隣効果と同時に、個人の社会経済属性を加味
することで、本研究の目的である身近な地域
の社会関係が WTP・WTW に対してどのような
影響を与えているのかを検討することは十
分可能であると考えられる。 
本分析で利用するデータは、Yahoo!リサー

チ登録モニターに対して実施した Web調査で
得られたものである。当該調査においては
Yahoo!リサーチ登録モニターから層化抽出
法に基づいて抽出した 2,921名に対して実施
し、回答を完了した回答である回答完了数
1,114 通（回答完了率＝39.1％）から分析対
象となる 1,064 通（38.1％）を有効回答とし
た。この分析データの属性は、表 2に示す通
りである。なお、本調査では 80 歳以上のモ 
 

表 1 調査の概要 

依頼数 2,921 通 

回答完了数 1,114 通 

回答完了率 38.1％ 

有効回答数 1,064 通 

有効回答率 36.4％ 

表 2 分析データの属性 

 標本数 割合 

男性 507 （47.7％） 

女性 557 （52.3％） 

20 歳代 197 （18.5％） 

30 歳代 196 （18.4％） 

40 歳代 246 （23.1％） 

50 歳代 283 （26.6％） 

60 歳代 112 （10.5％） 

70 歳代 30 （ 2.8％） 

 
ニターからは回答が得られなかった。そのた
め、本報告における議論の対象を 20-70 歳代
とする。 
 
４．研究成果 
(1) 仮想のシナリオ 
本分析では京都市内居住者に対して、
WTP・WTW に関する質問を行う前提となる仮想
のシナリオを、以下の通り設定した。まず、
京都市内には伝統的な木造・近代建築物や土
木建造物などの多数の建造物文化財に表象
される特徴的な歴史的景観が存在するが、こ
れらの文化財・景観がゴミの不法投棄や落書
き・放火などの犯罪行為、失火などの事故に
より損壊・滅失した状況を被験者に想像して
もらった（q1）。次に、この状況を避ける（q0）
ために、京都市内の建造物文化財と歴史的景
観を守る「地域の文化財見守り基金」が設け
られると仮定した。この仮のシナリオを提示
した後、京都市内の文化財を取りまく景観の
質（q0）を維持するために、基金に対する負
担を 1 年に 1 度、5 年間にわたって求めた。
回収された負担金は、すべて必要機材の購入
や維持管理、警備保障、ボランティア保険に
充てられるとした。 
 
(2) 支払意思額の分析結果 
本分析では近隣住民が支払に応じる割合
が個人の WTPに対して与える影響を検討すべ
く、上記の仮想シナリオを前提として、被験
者が居住する小学校区の 10％、30％、50％、
70％、90％の家庭が支払に応じると知った場
合を想定し、支払カード方式で WTP を質問し
た。支払カードとは、あらかじめ設定した金
額の選択肢を被験者に提示し、この中から最
大限支払ってもよいと思われる金額を被験
者に選択してもらう形式である。この形式に
基づき、被験者は支払意思額の選択肢として、
0円、100 円、200 円、500 円、1,000 円、2,000
円、5,000 円、1 万円、2 万円、10 万円、20
万円、50 万円、100 万円以上、の合計 13 種
類の選択肢から意思表明を行った。分析の結
果、支払いに応じる同じ学区の家庭の割合が
高まるに連れて、WTP の受諾率もより高い金
額の支払カードの割合が高まる傾向が確認
された。また、支払に応じる家庭の割合別に 



表 3 WTP の受諾率 
 10% 30% 50% 70% 90% 

0 円 50.0% 45.8% 37.2% 30.9% 27.4%

100 円 59.8% 55.3% 47.1% 42.1% 41.2%

200 円 63.1% 61.3% 55.1% 50.0% 47.4%

500 円 76.6% 76.9% 75.0% 71.3% 68.4%

1,000 円 90.2% 90.1% 90.9% 89.9% 88.1%

2,000 円 94.5% 95.5% 95.1% 94.2% 93.4%

5,000 円 97.7% 98.5% 98.6% 98.3% 97.4%

1 万円 99.7% 99.8% 99.9% 99.8% 99.8%

2 万円 99.9% 99.9% 99.9% 99.9% 99.9%

10 万円 100.0% 99.9% 99.9% 99.9% 99.9%

20 万円 - 99.9% 99.9% 99.9% 99.9%

50 万円 - 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100 万円以上 - - - - - 

 
表 4 WTW の受諾率と平均値 

 受諾率 平均値 

10％ 44.2% 4.639 

30％ 46.5% 4.641 

50％ 56.8% 4.912 

70％ 62.8% 5.411 

90％ 68.0% 5.871 

 
WTP 平均値を見ると、10％の場合は 798 円、
30％の場合は 1,110 円、50％の場合は 1,144
円、70％の場合は 1,250 円、90％の場合は
1,365 円となり（いずれも小数点第 1 位以下
四捨五入）、支払いに応じる同じ学区の家庭
の割合が高まるに連れて、WTP 平均値が高ま
る傾向が確認された。 
 
(3) 労働意思量の分析結果 
本分析における他方の評価測度である WTW

に関しては、上記のシナリオを前提として被
験者が居住する小学校区の同じく 10％、30％、
50％、70％、90％の家庭が 1日以上参加する
と知った場合を想定し、自由記入方式で WTW
（単位：日）を質問した。WTW の前提となる
市民ボランティア活動は、平日・休日を問わ
ず都合の良い日・時間帯を選ぶことができる
とし、1 日当たり 3 時間の活動とした。分析
の結果、支払いに応じる同じ学区の家庭の割
合が高まるに連れて、WTW の受諾率も高まる
傾向が確認された（表 4）。また、WTW 平均値
についても支払いに応じる家庭の割合が高
まるほど高い WTWが表明されることが示され
た。 
 
(4) まとめと展望 
以上のように、本分析では身近な地域の文

化財や歴史的景観を保全するための支払意
思額（WTP）・労働意思量（WTW）ともに、同
じ小学校区に居住している者の受諾率が高
まるほど、高い WTP・WTW を表明することが
示された。大庭哲治ほか「地域互助による京
町家とまちなみの保全可能性に関する研究」
（都市計画論文集 41-3、2006、241-246 頁）
によると、町並み保全に対する WTP は、被験

者の居住する地区の近隣住民がどの程度の
協力意思を表明するかに応じて変動すると
されており、本研究では大場ほかの論考で指
摘された WTP のみならず WTW においても同様
の傾向が見られた。今後は、この個人の WTP・
WTW が地域の WTP・WTW の受諾率に規定される
要因を、個人の社会経済属性とともに地域の
社会関係を同時に考慮し、考察を深めていく
必要がある。 
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